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調査概要調査概要
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調査概要

調査目的

省CO 先導事業 で採択された各住宅プロジ– 省CO2先導事業（※注）で採択された各住宅プロジェ
クトの実施状況を調査する

– 省CO2型住宅の普及・波及に向けた課題を整理
するする

– 見える化等による省CO2活動の取り組み状況と
その課題を整理するその課題を整理する

– 省CO2技術の導入効果を明らかにする省 2技術 導入効果を明 する

（※注）平成20年度、平成21年度は「住宅・建築物省CO2推進モデル事業」として実施、
平成22年度より「住宅・建築物省CO 先導事業」に名称変更平成22年度より「住宅 建築物省CO2先導事業」に名称変更
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調査概要

調査対象

本調査での
採択プロジェクト数

年度 年度 年度対象事業
本調査での

呼称
小計H20年度 H21年度 H22年度

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回

戸建住宅 般部門戸建住宅
全般部門（新築）

一般部門
（新築）

4 3 － 3 － 3 13

戸建住宅戸建住宅
戸建特定部門
（工務店対応部門）

工務店部門 － － 4 3 － － 7

戸建住宅
戸建特定部門

建売事業主
部門

－ － 9 3 － － 12
（建売事業主部門）

部門

合 計 32※平成20年度、平成21年度は「住宅・建築物省CO2推進モデル事業」として実施
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調査概要

調査方法
調査対象 概要調査対象 概要

採択プロジェクトの実施
• 補助事業実施者を対象とし

１
採択プロジェクトの実施
概況に関する

アンケート調査

全ての採択プロ
ジェクト

たアンケート調査
• ２９採択プロジェクトより回

答あり答あり

般部門（新
• アンケート結果を元にヒアリ

２
事業者に対する

ヒアリング調査

一般部門（新
築）の採択プロ
ジェクト

ケ 結果を リ
ング内容を検討

• ９社１２採択プロジェクトの
ヒアリングを実施

ジ ク
ヒアリングを実施

事業が完了した
• 提出義務のある「エネル

ギ 使用量報告書」のデ
３

エネルギー使用量報告
書のデータ分析

事業が完了した
採択プロジェク
ト

ギー使用量報告書」のデー
タを分析

• １０採択プロジェクト（計２６３

5

ト 採択プ ジ クト（計 ３
棟）のデータを分析



調査概要

アンケート調査

全採択プロジェクトを対象にアンケ ト調査を実施– 全採択プロジェクトを対象にアンケート調査を実施

– ２９プロジェクトより回答あり

アンケート設問内容

補助事業の実施概要 • 採択棟数、竣工棟数
• 採用している省CO2技術

補助事業の実施状況 • 社内外へのPR方法
顧客の反応• 顧客の反応

• 苦労した点、採択棟数に満たない理由

見える化等の取り組 • 見える化設備の有無 概要見える化等の取り組
み

• 見える化設備の有無、概要
• 見える化設備の表示内容
• 住まい手の省CO2活動支援の取り組み

補助事業の成果、今
後の課題

• 補助事業実施前後の提案仕様住宅数
• 採用状況が向上した技術／向上が期待しにくい技術
• 社内体制等の成果
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• 社内体制等の成果

調査概要

ヒアリング調査

般部門（新築）の採択プロジェクトを対象とする– 一般部門（新築）の採択プロジェクトを対象とする

– ９社１２プロジェクトのヒアリング調査を実施

– ヒアリングの調査内容はアンケート結果を基に個別に検討

主なヒアリング調査内容主なヒアリング調査内容

アンケート内容の補間 • アンケート回答の疑問点、詳細事項の確認

見える化設備 • 見える化設備の顧客への説明方法、見てもらうための
工夫

• 見える化設備の効果の把握状況 等見える化設備の効果の把握状況 等

住まい手へのフィード
バック

• 居住者との面会状況
• 効果検証の実施有無 その方法バック 効果検証の実施有無、その方法
• 住まい手へのフィードバックの実施有無、その内容 等

補助事業の今後の展 • 商品化の予定と商品化に向けた課題
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開 • 商品化に向けた変更点



調査概要

エネルギー使用量報告書のデータ分析

各採択プロジ クトに提出義務のある「エネルギ 使用量報– 各採択プロジェクトに提出義務のある「エネルギー使用量報
告書」のデータを分析

１０プロジ クト（計２６３棟）の年間エネルギ デ タを分析– １０プロジェクト（計２６３棟）の年間エネルギーデータを分析

エネルギー使用量報告書の報告内容ネルギ 使用量報告書の報告内容

住宅別エネルギー
使用量

• 所在地、断熱地域区分、延床面積、世帯人数
• 年間一次エネルギー消費量 基準値

年 次 ネ ギ 消費量 実績値 年• 年間一次エネルギー消費量 実績値（１～３年目）
• 住宅別エネルギー使用量の内訳（月別）

電力購入量
太陽光／燃料電池等 発電量
売電量
都市ガス／LPG消費量都市ガス／LPG消費量
灯油消費量 等
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調査概要

調査実施スケジュール

H23 H24

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

アンケ ト配布 アンケ ト

アンケート調査

アンケート配布
～回収

アンケート
集計

グ対象抽出

アンケート結果まとめ

ヒアリング調査

ヒアリング対象抽出、
ヒアリング内容検討

ヒアリン
グ実施 ヒアリング結果まとめ

エネルギー使用量報告書
データまとめ、
分析

事業が完了したプロジェクトから
順次報告書を受領ネルギ 使用量報告書 順次報告書を受領
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採択プロジェクトの概要採択プロジェクトの概要
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採択プロジェクト一覧：一般部門（新築）
○：採用、△：一部棟で採用

採択
年度

採択プロジェクト名 代表提案者

通
風
利
用

昼
光
利
用

日
射
熱
利
用

太
陽
熱
利
用

地
中
熱
利
用

太
陽
光
発
電

コ
ー
ジ
ェ
ネ

高
効
率
給
湯

見
え
る
化

用用用電
ネ

湯

H20
アルミ構造体を用いた輻射式冷暖房システムを
有する環境共生型住宅の開発

株式会社アトリエ・天工人 ○ ○ ○ ○ ○

「グリーンNetタウン/省エネ"見える化”プロジェ
洋ホ ムズ株式会社 ○ ○ ○ ○H20

「グリ ンNetタウン/省エネ 見える化 プロジェ
クト」

三洋ホームズ株式会社 ○ ○ ○ ○

H20
ハイブリッド換気住宅によるゼロエネルギータウ
ン・プロジェクト

パナホーム株式会社 ○ ○ ○

オ 住宅 積水 ウ 株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○H20 ＣＯ2オフ住宅 積水ハウス株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○

H20
京都地場工務店の「省エネ住宅研究会」による
京都型省CO2住宅普及プロジェクト

省エネ住宅研究会（代表：大
阪ガス株式会社）

○ ○ ○ ○

国産材利用木造住宅による太陽エネルギーの
住友林業株式会社 ○ ○ ○ ○ ○H20

国産材利用木造住宅による太陽エネルギ の
パッシブ＋アクティブ利用住宅

住友林業株式会社 ○ ○ ○ ○ ○

H20
家・街まるごとエネルギーＥＣＯマネジメントシス
テム

パナホーム株式会社 ○ ○ ○ ○

ポ 超 削減サポ トプ ジ クト グ バ ホ ム株式会社 ○ ○ ○ ○ ○H21 ポラスの超ＣＯ２削減サポートプロジェクト グローバルホーム株式会社 ○ ○ ○ ○ ○

H21
つくり手・住まい手・近隣が一体となった地域工
務店型ライフサイクル省ＣＯ２木造住宅

株式会社アキュラホーム ○ ○ ○ ○ ○ ○

蓄電池を取り入れた「カーボンマイナス＆セーフ
洋ホ ムズ株式会社 ○ ○ ○ ○H21

蓄電池を取り入れた「カ ボンマイナス＆セ フ
ティ住宅」“見える化”プロジェクト

三洋ホームズ株式会社 ○ ○ ○ ○

H22 サステナブルエネジーハウス(省CO2タイプ) 住友林業株式会社 ○ ○ ○ ○ ○

アクティブ&パッシブによる "見える化" LCCM住
洋ホ ズ株式会社H22

アクティブ&パッシブによる 見える化  LCCM住
宅

三洋ホームズ株式会社 ○ △ ○ ○ ○

H22
天然乾燥木材による循環型社会形成LCCM住宅
プロジェクト ～ハイブリッドエコハウス～

エコワークス株式会社 ○ ○ ○ △ ○ ○ ○
11



採択プロジェクト一覧：工務店部門

採択
通
風

昼
光

日
射

太
陽

地
中

太
陽

コ
ー

高
効見

え

○：採用、△：一部棟で採用

採択
年度

採択プロジェクト名 代表提案者
風
利
用

光
利
用

熱
利
用

陽
熱
利
用

中
熱
利
用

陽
光
発
電

ー
ジ
ェ
ネ

効
率
給
湯

え
る
化

H21 省エネ住宅 Q１スタンダード+Eco 株式会社大共ホーム ○ ○ ○ ○

H21
自然エネルギーを利用した「地産地消の家」プロ
ジェクト

GEOパワーシステム会 ○ ○ ○
ジェクト

H21

建物一体型空気集熱式パッシブソーラー（暖
房）・高断熱住宅の普及、建物一体型空気集熱
式パッシブソ ラ （暖房・給湯）・断熱強化住宅

ＯＭソーラー株式会社 ○ △
式パッシブソーラー（暖房・給湯）・断熱強化住宅
の普及

H21 ハイブリッドソーラーハウス普及拡大計画 チリウヒーター株式会社 ○

株式会社 あ たか森 か
H21 TRソーラーハウスの普及による省CO2促進計画

株式会社 あったか森の国か
ら

○ ○

H21
九州地域自立循環型住宅「ハイブリッド・エコハ
ウス」

エコワークス株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○
ウス」

ワ クス株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○

H21
パナソニック耐震受託工法テクノストラクチャー
家まるごとCO2「エコイエ」プロジェクト

パナソニック電工株式会社 △ ○ ○
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採択プロジェクト一覧：建売事業主部門
○：採用、△：一部棟で採用

採択
年度

採択プロジェクト名 代表提案者

通
風
利

昼
光
利

日
射
熱
利

太
陽
熱
利

地
中
熱
利

太
陽
光
発

コ
ー
ジ
ェ

高
効
率
給

見
え
る年度

用用利
用

利
用

利
用

発
電

ェ
ネ

給
湯

化

H21 ＫＥＮＲＯＫＵ ＰＡＲＫＴＯＷＮ ＥＣＯＳＴＹＬＥ 兼六土地建物株式会社 ○ ○ ○

H21 さくら不動産省CO2プロジェクト 株式会社さくら不動産 ○ ○ ○

H21 hosoda-3W ver.CO2 株式会社 細田工務店 ○ △ △ △

H21 ブルーミングガーデン 省ＣＯ２住宅 株式会社東栄住宅 ○ ○ ○

H21 「トリプルエコ住宅」分譲全国展開 大和ハウス工業株式会社 ○ △ △ △ ○

H21 省CO2推進型建売住宅 積水ハウス株式会社 △ △

H21 成建 エコ住宅 株式会社成建 ○ ○ ○

H21 ポラスの次世代省エネ住宅普及プロジェクト 株式会社中央住宅 ○ ○

H21 いいだのいい家～エコスタイル～ 株式会社飯田産業 ○ ○

H21 エルｅｃｏ住宅プロジェクト 株式会社嵯峨野不動産 △ △

H21 ミサワホーム省ＣＯ２住宅
ミサワホーム北海道株式会
社

○

H21 トヨタホーム東京エコいえ宣言分譲プロジェクト トヨタホーム東京株式会社 ○ ○
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採択プロジェクトの概要

採用されている主な省 技術採用されている主な省CO2技術 一般部門（新築）(n=13) 工務店部門(n=7)

建売事業主部門(n=12)

自然エネルギ 利用 給湯設備

0 5 10 15 20 25 30

採用数
自然エネルギー利用

0 5 10 15 20 25 30

ヒートポンプ式給湯

採用数
給湯設備

太陽光発電

太陽熱給湯

ヒ トポンプ式給湯

器（エコキュート）

潜熱回収型給湯器

地中熱

太陽熱冷暖房

家庭用コージェネ（ガ

スエンジン）

家庭用コージェネ（燃

料電池）

パッシブの取り組み
採 数

冷暖房設備

地下水 料電池）

0 5 10 15 20 25 30

通風利用

採用数
ッシブの取り組み

0 5 10 15 20 25 30

高効率エアコン

採用数

通風利用

昼光利用

高効率エアコン

温水床暖房

放射冷暖房

14※全棟で採用の場合は1、一部棟で採用=0.5として集計

日射熱利用 放射冷暖房

住宅省CO 先導事業の実施概況住宅省CO2先導事業の実施概況
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住宅省CO2先導事業の実施概況

合計竣工棟数
1000

700

800

900

1000

]

建売事業主部門

工務店部門

400

500

600

700
工

棟
数
[棟

]
一般部門（新築）

100

200

300

400

竣
工

0

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

断熱地域区分

部門 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 合計

一般部門（新築） 0 0 14 344 0 0 358

断熱地域区分

般部門（新築）

工務店部門 1 11 23 244 12 0 291

建売事業主部門 17 3 7 362 0 0 389

16

合計 18 4 44 950 12 0 1028
※竣工棟数が把握できたもののみ集計

住宅省CO2先導事業の実施概況

予定棟数の達成率

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8 1 3 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般部門（新築）(n=13)
予定棟数以上を達成

2 3 0 1工務店部門(n=6)
予定棟数を達成

達成率80%以上100%未満

達成率50%以上80%未満
2

2

6

16

1

5

1

4

0

2

建売事業主部門(n=10)

合計(n 29)

達成率50%以上80%未満

達成率50%未満

2 16 5 4 2合計(n=29)

予定棟数に満たなかった主な理由

• 住宅エコポイント制度と時期が重なってしまった住宅 コポイント制度と時期が重なってしまった
• 申請手続が大変で工務店の意欲が減退してしまった
• 営業担当者が省CO2住宅を理解するのに時間がかかった

補助金が下りる時期が引き渡しより遅れるため 顧客に提案できなか た
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• 補助金が下りる時期が引き渡しより遅れるため、顧客に提案できなかった



住宅省CO2先導事業の実施概況

提案仕様住宅の割合の変化

提案仕様住宅の割合（全体）

80%

100%

提案仕様住宅の割合（全体）

年間供給棟数 提案仕様住宅

40%

60%

80%

約約

約13%
に増加
約13%
に増加

0%

20%

補助事業実施前 補助事業実施後

約3%約3%
に増加に増加

補助事業実施前 補助事業実施後

0% 20% 40% 60% 80% 100%

提案仕様住宅の割合の変化
過半数の事業
者が「増加」と

回答

過半数の事業
者が「増加」と

回答

8 1 4一般部門（新築）(n=13)

務店部門

補助事業実施前より増加

3

10

1 1 1工務店部門(n=6)

建売事業主部門(n=10)

補助事業実施前と変化なし

補助事業実施前より減少

未記入

18

21 2 1 5合計(n=29)

未記入

※補助事業実施後の棟数には補助対象物件が含まれる

住宅省CO2先導事業の実施概況

補助事業の実施にあたり苦労した点

社内体制
について

• 営業担当者に省CO2住宅の特徴を理解させることが大変
だった

• パッシブ設計や太陽光発電の設置などのために新たな設• パッシブ設計や太陽光発電の設置などのために新たな設
計スキルが必要となった

建設工事 • 見える化関連工事で施工ミスが多かった建設工事
について

• 見える化関連工事で施工ミスが多かった
• 断熱材の施工に手間取った

申請手続 • 申請手続に必要な資料が多く大変だった申請手続
について

申請手続に必要な資料が多く大変だった
• 申請作業に慣れておらず、体制が整っていなかった

見える化関連工事の施工ミス

• 電力計測器を電流が流れる方向と反対につけていた

機器に注意点を記載する、施工マニュアルを作成する
となどにより再発防止を行 た

19

ことなどにより再発防止を行った



住宅省CO2先導事業の実施概況

提案仕様住宅に対する顧客の反応提案仕様住宅に対する顧客の反応

回答率[%]
顧客の反応・反響(n=28)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般部門(新築) (n=13)

回答率[%]

般部門(新築) ( )

工務店部門 (n=6)

建売事業主部門 (n=9)

反響あり（好評） 反響あり 反響あり（不評） 反響小さい 未記入

反響あり
（好評）

• 快適な温熱環境を実現できた
• 大幅な光熱費削減になった

国土交通省の採択事業（ 国のお墨付き）なので顧客が安心した• 国土交通省の採択事業（＝国のお墨付き）なので顧客が安心した

• 震災後、パッシブ設計やエネルギーの自給ができる住宅に興味を持つ
顧客が増えた

反響あり
（不評）

• 住宅エコポイント制度の方が顧客の理解を得られやすかった
• 営業担当者がうまく説明できなかった
• 申請するまで補助金額が不明

20

• 申請するまで補助金額が不明

• 補助金が顧客に直接支払われない（インセンティブをどう示すか苦労し
た）

住宅省CO2先導事業の実施概況

支社長がとても支社長がとても

社内体制の課題と成果

支社長がとても
やる気のある地域
の普及率が高い

支社長がとても
やる気のある地域
の普及率が高い

社内体制の
課題

• 営業担当が理解するのに時間がかかる。営業担当者が理解しないとう
まく顧客に説明できず、積極的に販売しない。（一般部門）

省CO 住宅の定量的なデ タがなく 効果が説明しづらい （ 般部門）• 省CO2住宅の定量的なデータがなく、効果が説明しづらい。（一般部門）

• CASBEEなどの社内での評価フローの構築に苦労した。（一般部門）

• 地場の工務店にハードルの高い技術や取組みをなかなか受け入れて
ももらえない。（工務店部門）

補助事業に
取り組んだ

• 省CO2住宅に対する社内の理解が高まり、営業の販売意欲が向上した。
（一般部門）取り組んだ

成果

（ 般部門）

• 見える化のデータを使って省CO2住宅の効果を定量的に示しながら営

業することができた。またさらに新しい技術を開発することができた。（一
般部門、工務店部門）般部門、工務店部門）

• 省CO2住宅の勉強会や、CASBEE評価員の資格取得などを通して、社員
のスキルアップを図ることができた。（一般部門、工務店部門）

• トップランナー基準の性能をもった住宅が増加し 社内標準になりつつ• トップランナ 基準の性能をもった住宅が増加し、社内標準になりつつ
ある。（工務店部門、建売事業主部門）

• 設計・営業担当者がどの取組みがどれ程の省エネ効果があるか理解
を深めることができた （建売事業主部門）

21

を深めることができた。（建売事業主部門）



住宅省CO2先導事業の実施概況

補助事業に期待すること

補助事業に • 補助事業があることで新しい技術や新しい考え方にチャレンジするこ補助事業に
ついて

• 補助事業があることで新しい技術や新しい考え方にチャレンジするこ
とができるので、今後も継続してほしい。（一般部門）

• 地場の工務店レベルに合わせた提案も補助対象としてほしい。（工務
店部門）

• 高い性能をクリアしている建物や設備は、期間限定ではなく通年で申
込みができるとよい。（工務店部門）込みができるとよい。（工務店部門）

• 耐震性や断熱性能など高い性能を求める傾向が強くなっているので、
顧客の目線に合わせた補助事業としてほしい。（建売事業主部門）

申請手続に
ついて

• 申請資料がもう少し簡易なものになれば、施主、工務店、メーカーの
負担が軽減され、より補助事業を利用しやすくなる。（工務店部門）

申請の電子化などで申請の手間が軽減できるようにしてほしい （建売• 申請の電子化などで申請の手間が軽減できるようにしてほしい。（建売
事業主部門）

その他の
提

• 新築だけでなく、改修時における新しい省CO2提案についても普及可
提案 能性の検討をお願いしたい。（一般部門）

• 居住実態に基づいた住宅エネルギーの計測方法や評価方法の基準
化 居住者の努力を比較できる統計データなどを整備してほしい （建

22

化、居住者の努力を比較できる統計デ タなどを整備してほしい。（建
売事業主部門）

見える化・住まい方による省CO見える化 住まい方による省CO2

活動活動

23



見える化・住まい方等による省CO2活動

見える化設備の採用状況見える化設備の採用状況
専用端末
（独自開発）

専用端末
（既製品）

リモコン端末

1 1 1 1 3 1 2 3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

般部門（新築）( 13)

見える化設備 （独自開発） （既製品）

1 1 1

4

1 3 1 2 3

2

一般部門（新築）(n=13)

工務店部門(n=6)

1 1 1 7

( )

建売事業主部門(n=10)

1 1 1 4 1 4 1 3 4 9合計(n=29)

専用端末（独自開発）
専用端末（独自開発）+リモコン端末
専用端末（独自開発）+リモコン端末+インターネット
専 端末 製

一般部門（新築）
ではすべてのプ
一般部門（新築）
ではすべてのプ

専用端末（既製品）
専用端末（既製品）+インターネット
専用端末（既製品）+リモコン端末
専用端末（既製品）+リモコン端末+インターネット

ロジェクトで見え
る化設備を採用
ロジェクトで見え
る化設備を採用

専用端末（既製品）+リモコン端末+インタ ネット
リモコン端末
リモコン端末+インターネット
見える化設備なし

24※リモコン端末：太陽光発電や給湯設備に付属のリモコン

見える化・住まい方等による省CO2活動

見える化設備の特徴

名称
採択

プロジェクト名
（提案者）

表示方法 特徴
（提案者）

CO2バラン
スモニタ

CO2オフ住宅
（積水ハウス）

専用端末

（独自開
• 使用量と削減量をシャボ

玉やシ 視覚スモニタ （積水ハウス） （独自開
発）

ン玉やシーソーで視覚
的に表示

ライフィニ
ティECO

マネシステ

家・街まるごとｴﾈﾙ
ｷﾞｰECOﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃ
ﾑ

テレビ

（独自開
発）

• リビングのテレビが見え
る化端末になっている、

マネシステ
ム

ﾑ
（パナホーム）

発）
テレビから家電などの操
作ができる

AEMグラ
ファー

ポラスの超ＣＯ２削減
サポートプロジェクト
グ バ

専用端末
（既製品）

• 回路別（24回路）の瞬時
値が把握できる

25

（グローバルホーム）
値が把握できる



見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省エネ・省CO2行動支援の取組み

行動支援の取組み実施あり

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般部門（新築）
訪問

3 3 3 2 1 1
般部門（新築）

(n=13)

務店部

訪問(予定)

訪問(予定)+インターネット
1 1 4工務店部門(n=6)

建売事業主部門

訪問(予定) インタ ネット

郵送(予定)

インタ ネ ト1 1 1 7
建売事業主部門

(n=10)
インターネット

実施予定(詳細不明）

4 4 3 2 2 6 8合計(n=29) 予定なし
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見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省CO2行動を促す工夫

全体 (n=29） 一般部門(新築） (n=13）

採用率[%]

工務店部門 (n=6） 建売事業主部門 (n=10）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

競技会などのイベント

施主によるアイディアの公開

オリジナルのマニュアル作成

住居者に対するセミナー開催住居者に対するセミナ 開催

n数：事業者数

27



見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省CO2行動を促す工夫

– 【取組例①】競技会などのイベント開催（三洋ホームズ）【取組例①】競技会などのイベント開催（三洋ホ ムズ）

インターネット上にインターネット上にインタ ネッ
仮想の街（ネットタウ
ン）を構築し、似た家

族構成の世帯と

インタ ネッ
仮想の街（ネットタウ
ン）を構築し、似た家

族構成の世帯と族構成の世帯と
省エネを競いあう

ことができる

族構成の世帯と
省エネを競いあう

ことができる

28

見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省CO2行動を促す工夫

– 【取組例②】最優秀家族の表彰式（三洋ホームズ）【取組例②】最優秀家族の表彰式（三洋ホ ムズ）

省エネ表彰式の
前 なると

省エネ表彰式の
前 なると前になると

ウェブサイトへの
アクセス数が

前になると

ウェブサイトへの
アクセス数がアクセス数が
アップする

アクセス数が
アップする
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見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省CO2行動を促す工夫

【取組例③】オリジナルのマニ アル作成（積水ハウス）– 【取組例③】オリジナルのマニュアル作成（積水ハウス）

見える化設備を見える化設備を見える化設備を
使った住まい方

についてマニュア

見える化設備を
使った住まい方

についてマニュア
ルを作成ルを作成
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見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省 行動を促す 夫住まい手の省CO2行動を促す工夫

– 【取組例④】省エネコンサルティングを実施（パナホーム）

３カ月に１回住まい
手への省エネアド
バイスを作成 郵

３カ月に１回住まい
手への省エネアド
バイスを作成 郵バイスを作成、郵
送。希望者には訪
問してアドバイスを

バイスを作成、郵
送。希望者には訪
問してアドバイスを

コンサルティング
は商品化後も

コンサルティング
は商品化後も

31

問してアドバイスを
行う。

問してアドバイスを
行う。

は商品化後も
実施予定

は商品化後も
実施予定



見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省 行動を促す 夫住まい手の省CO2行動を促す工夫
– 【取組例⑤】住まい手へのアンケート・ヒアリング実施（パナホーム）

省エネコンサルに省エネコンサルに省エネコンサルに
関する顧客アン
ケートを実施。

「 が

省エネコンサルに
関する顧客アン
ケートを実施。

「 が

「わかりやすい」
が60%以上あるが、

画面配信を全く閲

「わかりやすい」
が60%以上あるが、

画面配信を全く閲「行動が変わった」
との回答が約45%。
「行動が変わった」
との回答が約45%。

画面配信を全く閲
覧していない人が
60%以上いる

画面配信を全く閲
覧していない人が
60%以上いる

32

→郵送の効果？→郵送の効果？

見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省 行動を促す 夫住まい手の省CO2行動を促す工夫

– 【取組例⑥】住まい手・工務店対象のセミナーを実施（アキュラ
ホーム）

入居者向けに入居者向けに入居者向けに、

節電、くらしのエコセミ
ナーを開催。50～60

入居者向けに、

節電、くらしのエコセミ
ナーを開催。50～60

名が家族単位で参加。名が家族単位で参加。

33



見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省CO2行動を促す工夫

– 【取組例⑦】オーナー専用サイト開設（住友林業）【取組例⑦】オ ナ 専用サイト開設（住友林業）

109種類のエコアイ
デ 集があり

109種類のエコアイ
デ 集がありディア集があり、

実践結果を投票で
きる。年間700超の

ディア集があり、

実践結果を投票で
きる。年間700超のきる。年間700超の

投稿がある。
きる。年間700超の

投稿がある。

メンテナンスの紹介例
もあり、換気フィルター
などの購入が可能

メンテナンスの紹介例
もあり、換気フィルター
などの購入が可能などの購入が可能。
メンテナンス・改修の

ビジネス展開の可能性

などの購入が可能。
メンテナンス・改修の

ビジネス展開の可能性

34

ジネ 展開の可能性
もある。

ジネ 展開の可能性
もある。

見える化・住まい方等による省CO2活動

住 省 を促す 夫住まい手の省CO2行動を促す工夫

– 【取組例⑧】セミナーの開催、SNSの活用（エコワークス）【 ⑧】 開催、

SNS（Facebook）で

快適な住まい方の

SNS（Facebook）で

快適な住まい方の快適な住まい方の
提案などを情報交
換。2～3割の顧客

快適な住まい方の
提案などを情報交
換。2～3割の顧客

が頻繁に書き込み
を行っている。

が頻繁に書き込み
を行っている。

顧客に２時間程度の
セミナーを行い、

顧客に２時間程度の
セミナーを行い、

理念的なこと、省CO2

技術による快適性向
上などを説明 納得し

理念的なこと、省CO2

技術による快適性向
上などを説明 納得し

35

上などを説明、納得し
てもらっている

上などを説明、納得し
てもらっている



見える化・住まい方等による省CO2活動

住まい手の省CO2行動を促す工夫

– 【取組例⑨】アドバイス（エコワークス）【取組例⑨】アド イス（ ワ クス）

想定よりエネルギー想定よりエネルギー想定より ネルギ
消費量の多かった

顧客を訪問し、個別
に ンサルテ ングを

想定より ネルギ
消費量の多かった

顧客を訪問し、個別
に ンサルテ ングをにコンサルティングを

実施している
にコンサルティングを

実施している3～10月はゼロエネ

冬期にエネルギー急増！
→ヒアリングの結果、暖房にオイルヒーター

を1日中使用していたことが判明

36

を1日中使用していたことが判明。
高効率エアコンによる暖房をアドバイス。

見える化・住まい方等による省CO2活動

見える化の効果・課題

見える化見える化の
課題

• 閲覧頻度は経過に従い減少する。見てもらうための
工夫が必要。

住まい手にと てメリットのある内容 モチベ ショ• 住まい手にとってメリットのある内容、モチベーショ
ンのあがる仕組みが必要。

見える化の
活用例

• 省エネコンテストや競技会など、エネルギー削減を意識
してもらう取組みを実施する。

計測デ タに基づいた個別省 ネ サ テ グを実• 計測データに基づいた個別省エネコンサルティングを実
施する。

• 住まい手の省CO2活動を喚起するには、見える化設備を活用
した＋αの取組みを行うことが重要。した＋αの取組みを行う とが重要。

• 成功例を共有し、各取組みの効果を把握してゆく必要がある。

• コンサルティングを含めたビジネスモデルとしての展開を期待

37

ンサルティングを含めた ジネ デルとしての展開を期待
したい。



省CO 技術の導入効果分析省CO2技術の導入効果分析
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省CO2技術の導入効果分析

分析対象

– 「エネルギー使用量報告書」の提出があった
計１０プロジェクトを対象とする計１０プロジェクトを対象とする。

• 12カ月分のデータがそろっていない住戸は分析対象
から除外から除外

• 2年分のデータがある住戸は、１年目のデータを
分析対象とする分析対象とする

分析対象デ タは ほとんどが平成２１年度または– 分析対象データは、ほとんどが平成２１年度または
平成２２年度のデータである。

成 年度 デ 部（平成２３年度のデータは一部のみ）
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分析対象件数
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省CO2技術の導入効果分析

年間 次エネルギ 消費量の比較年間一次エネルギー消費量の比較

180消
一次エネルギー消費量[GJ/年] 平均一次エネルギー消費量[GJ/年]
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‐20
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20
40
60

一
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費
量

Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
Ⅴ
1-2人
3-4人

断熱地域

区分

世帯 3 4人
5-6人
7人以上
50-100㎡
100-150㎡
150-200㎡
200-250㎡

人数

延床

面積 200 250㎡
250㎡以上
ダブル発電
太陽光発電
燃料電池
発電設備なし
太陽熱利用

発電

設備

面積

太陽熱利用
エアコン
温水床暖房
エコキュート
エコジョーズ
あり
なし

その他

技術

見える化
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なし
あり
なし

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

今後の分析に向けて今後の分析に向けて
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今後の分析に向けて

今後の予定

今年度 居住者に対するアンケ ト調査の設計 配布今年度 • 居住者に対するアンケート調査の設計・配布
 見える化等の活用状況、省エネ行動に関する

アンケートを実施するアンケ トを実施する

• エネルギー使用状況報告書の様式再検討
 各住戸の太陽光発電定格出力、Q値などの住宅性能

に関する情報が確認できるようにする

来年度以降 • 事業が完了したプロジェクトのデータを新たに
追加し、分析の精度を高める。

• アンケート結果等に基づき、エネルギー消費特性
をハード面・ソフト面に分けて分析する
 ハード面： 省CO2技術の導入効果
 ソフト面： 見える化の効果、省CO2行動を支援する

その他取組みの効果
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その他取組みの効果


